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バグダッドとピョンヤンを重ねたイラクと朝鮮半島

イラク戦争と国際法
４～５ページ

イラク共和国
２，３００万人

朝鮮民主主義人民
共和国　２，２００万人

大韓民国
４，６００万人

イラク戦争の影

　バグダッドと平壌（ピョンヤン）を重ね
て、イラクと朝鮮半島の地図を重ねると
右図のようになる。クウェートからバグ
ダッドへの距離は、釜山（プサン）から平
壌への距離と同じくらいである。それに
人口データを重ねてみる。朝鮮半島には
イラクの３倍の人口が半分の面積に暮ら
していることになる。イラク戦争の現実
は、分断された朝鮮半島において現代
戦争が起こったとき、いかに凄惨な結果
を生むことになるか、この事実からだけ
でも想像に難くない。
　北朝鮮指導部にとってイラク戦争はど
う映っているだろうか。国連憲章を無視
し政治体制を打倒するために起こした
米国の戦争は、国際法違反の文字通り
の侵略戦争である。「イラク国民をサダ
ム・フセインから解放する」というブッシュ
大統領の言葉は、「北朝鮮国民に自由
を与えない限り、金正日は悪の枢軸」と２

北朝鮮のＮＰＴ脱退の発効近づく

戦争を呼ぶ日本の無定見外交
　４月１０日、９０日間のクーリングオフの期間が終了し、朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核不拡散
条約（ＮＰＴ）脱退が発効しそうである。この脱退を食い止める可能性が完全に消えたわけではない。しかし
情勢は厳しい。イラク戦争の開始は、北朝鮮の深部に重大な変化を生みだしている可能性がある。

００２年２月２０日にソウルで語ったブッシュ
の言葉とそっくり重なる。
　それに加えて、小泉首相がその侵略
戦争に率先して賛同した。日米同盟は
国連に縛られない軍事行動をとる意思

があることを、北朝鮮に示したのである。

日本の安全を壊す小泉首相

　昨年１０月、米国が「北朝鮮が核兵器

イラク開戦！！
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　２００１年１２月３１日に米国防総省が米
議会に提出した「核態勢見直し（ＮＰＲ）」
は近未来の核戦力態勢の青写真とでも
いうべき報告書である。この文書におい
て最も論争を呼んだ話題の１つは、「強
化され地中深くに埋設された標的」（ＨＤ
ＢＴ）に対して使用可能な新型核兵器の
開発が必要だとされたことであった。
　新型核開発の必要性は、ＮＰＲの提出
以前から、国立核研究所の要人や保守
系シンクタンクのアナリストらによって提
唱されている。例えば、本誌１３８号（０１年５
月１日）では、サンディア国立核研究所の
ロバート・ロビンソン所長がその問題を
提起していることが紹介された。また、２０
０１年１月、新保守主義（いわゆるネオコン）
系シンクタンクである国家公共政策研
究所（ＮＩＰＰ）は、報告書「米核戦力と軍備
管理の原理と要求」を発表した。この報

告書では、精密誘導された低威力の新
型核兵器は地中深くに埋設された生物
兵器生産施設のような堅固な標的に使
用するために必要であるとされている。
この報告書作成に携わった者たちは、ス
ティーブン・ハドリー次席大統領補佐官
（国家安全保障問題担当）をはじめとして
安全保障政策担当者としてブッシュ政
権入りして、ＮＰＲ作成に影響を与えた。

●８月に秘密会議
　２００３年１月１０日、核兵器研究施設、軍
の制服組、エネルギー省国家核安全保
障管理局（ＮＮＳＡ）および国防長官室に
属する米国の核兵器体系中枢を担う高
官たち３２名が国防総省内で「備蓄兵器
管理会議準備会議」（以下、準備会議とす
る）という名称の会議を開いた。この会議

の目的は、２００３年８月４日の週（８月４日～
９日）に、ネブラスカ州オマハの戦略軍（Ｓ
ＴＲＡＴＣＯＭ）司令部で開催予定の秘密
会議である「備蓄兵器管理会議」の議
事を事前に検討することにあった。
　８月の備蓄兵器管理会議は、核兵器
評議会議長のオールドリッジ国防次官
（取得・技術・兵站担当）が核兵器評議会
に「備蓄管理プログラムのはらむリスク、
とりわけ、われわれの核兵器が実験され
ていないことに関連するリスク」（グレッ
グ・メロの率いるロスアラモス研究グループ
が入手し、ウェブ・サイトで公開した準備会

議の議事録より抜粋）に関する覚書を２００２
年１０月２１日に提出したことを受けて、備
蓄兵器管理プログラムの問題点を検討
するために開かれることになった。会議
では、上記の議題のみでなくＮＰＲで言
及されたならず者国家へ大量破壊兵器
が拡散した国際環境における核抑止に
関連する問題も討議されるという。準備
会議の議事録によれば、備蓄兵器管理
会議の目的とは、「ＮＰＲに沿って、核抑
止における信頼性の維持に関する問題
を評価すること、すなわち、われわれの
現在の評価プロセスがはらむリスク、お
よび、そのようなリスクを低減する方法、
さらに計画されたインフラの容量と能力
を評価すること」である。

●議会への売りこみ
　準備会議では、８月の本番に向けて４
つのパネルを設けて具体的な詰めを行
うことが決定された。生産すべき新型核
兵器の種類、そのテスト方法、新型核の
兵器運搬手段への搭載方法、さらに新
型核の少量生産に向けて承認を得るた
めの実現方法といった検討課題が、４つ
のパネルに与えられた（準備会議議事録
付録２）。
　グレッグ・メロ氏は、ロスアラモス研究
グループのプレスリリースにおいて、１月
の準備会議を指して「ペンタゴンが『小
規模攻撃』用の新型核兵器の開発・生
産方法、および、そうしたアイディアを議
会と国民に売り込む方法を検討する会
議を計画中だ」と評した。この要約は
「ブッシュ政権下で大胆かつ迅速に推
進されている」核兵器計画の本質を言
い当てているだろう。
　１月１０日の準備会議を召集したのは、
国防次官補（核・化学・生物兵器防衛担
当）のデイル・クレイン博士である。次官

大滝 正明

米「新型核兵器」開発

８月（広島・長崎の日）に秘密会議

用ウラン濃縮を認めた」という情報を流
してから急展開している北朝鮮情勢（本
誌１７４号、１８０号に詳述）は、イラク戦争に
よって新しい局面を迎えている。
　小泉政権は、イラク戦争によって北朝
鮮を抑止しようと考えた可能性が高い。
小泉首相の突出の理由が「北朝鮮問題
で米軍にお世話になる以上、米国のイラ
ク攻撃に積極的に支持せざるを得ない」
と推測されたとき、それを否定するため
に、「大量破壊兵器が独裁者の手にある
ことは、人類の脅威であり日本にも無関
係ではない」という議論を小泉首相は強
調した。しかし、この議論は北朝鮮にとっ
てみれば、そのまま「日米同盟は体制打
倒の侵略戦争を北朝鮮に対して行うこと
の大義名分」を説いていると映るであろ
う。小泉首相は戦争をたぐり寄せている。
　北朝鮮の核兵器開発疑惑なるものの
真相は、謎であるだけではなく、情勢に
よって動く。イラク戦争を目のあたりにし
て、外交カードの核開発であったものが、
「保有による抑止」としての核開発へと進
む可能性を否定できない。

水面下の動き

　私たち平和勢力には事態を楽観視し

ない分析と同時に、平和解決がいつでも
可能であるという側面に対する積極的
な視点を見失ってはならない。その意味
で、イラク戦争のただ中で進行している
三つのことに注意を喚起しておきたい。
　アナン国連事務総長の特使モーリス・
ストロングが、３月１８～２２日に平壌を訪
れた。帰路の北京での記者会見で、米
国のイラク侵略戦争が北朝鮮を怖れさ
せているかという質問に対して、「彼らの
言葉の中に、『怖れ』という言葉はなかっ
たと思う。『憂慮』はあった。平和的解決
を真剣に望んでいる。しかし、必要なら
ば戦争するつもりだ」と彼は語った。
　３月２２日、現在のアセアン議長国であ
り、６月に開かれるアセアン地域フォーラ
ム（ＡＲＦ）議長国であるカンボジアが、高
官使節団を北朝鮮に送る計画を明らか
にした。ＡＲＦを米朝会談の場とするため
である。北朝鮮の感触は否定的でない
と報道された。
　第３の動きとして、ＥＵ（ヨーロッパ連合）
も調停を検討していることを明らかにし
た。ＥＵもＡＲＦの一員であることを考える
と、ピースデポが「ＡＲＦの活用」を主張し
てきたことは、的を射ていたと言えそうで
ある。（梅林宏道）
　

●Ｍ
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最新兵器の開発
　冷戦時代、アメリカは新型あるいは改造
型核兵器のアイディアを探求する積極的
な最新兵器の開発プログラムを推進して
きた。このプログラムは、兵器システムの安
全性と信頼性を向上させ、新しい脅威と問
題について考察してきた。
　過去１０年間、われわれは備蓄核兵器を
潜在的な敵の進化し続ける能力に適合さ
せるためにきわめて僅かなことしか成し遂
げてこなかった。われわれが最も力を傾け
てきたのは、備蓄核兵器の寿命延長プロ
ジェクトである。これは重要なプロジェクト
であるのだが、本質的に限定された性質
のものである。
　積極的な最新兵器の開発には、敵の能
力のアセスメント、敵能力への革新的対抗
手段の概念化、兵器システム要件の策
定、そのプロトタイプ化および概念に対す
る評価が含まれるだろう。
　１９９３年に低威力兵器（５キロトン未満の
威力）に関する研究が禁止されたことによっ
て、最新兵器の開発プログラムを強力に推
進することは著しく困難になっている。議会
はこの禁止の撤廃を考慮すべきである。
　積極的な最新兵器の開発プログラム
は、ＮＮＳＡおよび国防総省による努力を調
整しており、能力ベースの防衛戦略にとっ
て必要な構成要素となっている。この積極
的な最新兵器の開発プログラムにより、合

衆国は、出現しつつある脅威および潜在
的な問題が重大なものになる前にそれら
に対処する科学者と技術者のチームを擁
することが可能になる。最新兵器の開発と
は、もう一つの準備態勢の形態なのである。
　最新兵器の開発プログラムは、備蓄核
兵器の信頼性、安全性、および能力の保
持に責任を負うことになる次世代の科学
者と技術者を惹きつけて訓練するものに
なるだろう。
　さらに、核兵器設計者は、外国の技術に
関する情報収集に独自の貢献をする。と
ころが、核拡散について懸念が増大して
いる時代に、新しいアイディアを探求しな
いということは、この重要な機能が持つ可
能性に否定的な影響を及ぼす。
　議会は、核兵器の最新兵器の開発プロ
グラムの再活性化を支援すべきである。ま
た、核兵器評議会は、国家安全保障のた
めの能力ベースのアプローチと整合性の
とれた、このようなプログラムを再確立する
べきである。
　核兵器とその運搬能力を獲得しようと
する新しい敵がどのような脅威をわれわ
れにもたらすのか、われわれには分ってい
ない。したがって、このような潜在的な挑
戦、および、それらの脅威への対処方法を
考察する積極的なプログラムを発足させ
ることは賢明なことなのである。（訳：大滝
正明・ピースデポ）

「識別と防衛」（　　　　　）抜粋訳
２００３年２月

補就任以前には、同博士はテキサス大
学副総長を務めていた（テキサス大はロ
スアラモス国立研究所の運営責任がカリ
フォルニア大から委譲される場合の第一候

補であるとされている大学）。準備会議出
席者３２名のうち、少なくとも７名が現在、
核兵器研究所の契約業者または関連機
関（ロッキード・マーチン社およびカリフォル
ニア大学）で働いているか、最近までそう
していた。契約業者または関連機関の
要職にあった者が契約業者等に影響を
与える政策決定の場または核兵器政策
立案を行う中心で働いているのである。

●軍産官学の核兵器族
　２００２年を通して米国の核兵器戦略と
核戦力態勢の再検討を進めていた下院
共和党政策委員会の「国家安全保障お
よび外交に関する小委員会」は、２００３年
２月１２日、政策文書「識別と防衛：核兵器
プログラムのためのアジェンダ」を発表
した。この文書では、低威力弾頭とバン
カーバスター（地中貫通兵器の俗称）のよう
な新型核の必要性、近い将来における
核実験再開の必要性が論じられ、先制
核攻撃への支持が表明されている（抜
粋訳右囲み）。米両院で共和党が多数派
となっている現状を考え合わせると、議
会が新型核開発等の懸案について承
認を与えることが予想される。また、核兵
器に関連する話題について積極的な提
言を行っている同政策文書は、その発
想の基盤をＮＩＰＰ報告書やＮＰＲと共有
している。
　核戦力増強を指向するイデオローグ
の牙城であるネオコン系シンクタンクが
核戦略を提言し、その作成に関与した
当のイデオローグたちが政府高官として
政権入りし、政権の核戦力態勢の実質
的な実行計画を立案した（また、ＮＩＰＰに
はロッキード・マーチン社のような主要軍需
産業が多額の資金を援助していることに注

意してもらいたい）。そのようにして敷かれ
た軌道に沿って、政府機関、契約業者、
関連の学術機関、研究機関等から構成
される核開発コミュニティーが「大胆か
つ迅速」に核戦力強化を実現させようと
している。軍産官学の核開発コミュニ
ティーと議会が相乗りして、パンドラの箱
が開けられた時のように、新型核兵器開
発と核実験再開という悪魔を解き放って
しまうのではないだろうか。

●横浜会議　３月２１日　
　外務省、議員、マスコミなどへの働きかけ
が議論された。また、北朝鮮の核問題への対
応が課題に含まれたほうがよいとの指摘が
出された。
●和歌山会議　３月２２日　
　イラク攻撃に対する日本政府の反応につ
ながるようなコメントを入れる工夫は出来な
いかとの意見があった。
●大阪会議　３月２３日　
　第２案を会議前にホームページに載せて
ほしいなど、評価プロセスの改善案も多く出
された。
●東京会議　３月２５日
　平壌宣言の評価については「甘すぎるの
では」との意見も。被爆の実相を伝える努力を

項目に入れたほうがよいという提案があった。
●函館会議　３月２５日
　非核条例制定運動など、自治体に対する
地方のがんばりを国レベルに発展させていく
上で勉強になったという感想があった。
●藤沢会議　３月２６日　
　「成績表」のとり組みの背景にある反核運
動論に関する質問が相次いだ。
●長崎会議　３月２９日　
　核兵器廃絶への困難さが浮き彫りになっ
た、地道な議論の蓄積で政府を動かしてい
かなければ、などの意見が出た。
●広島会議　３月３０日　
　感覚でいけば「全部Ｅ」だが、とり組みの意
義は理解する、との意見も。先制攻撃戦略に
ついての項目を加えるべきとの指摘があった。

－核軍縮：日本の成績表２００３－
全国８カ所で評価会議

　昨年に引き続き、今年も評価委員が作成した第２案をもとに、各地
で評価会議が行われた。評価委員の数名が第２案を講評し、参加者
と意見交換するというものである。今年は昨年の４カ所に横浜、大阪、
函館、藤沢を加えて、全国８カ所での開催となった。各地での日程と
ポイントは以下の通り。（中村桂子）

米・共和党政策委員会が
議会に提出した報告書

●Ｍ
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　国際法学者であり人権問題の弁護士
として知られる、ＬＣＮＰ･議長のピーター・
ワイス氏は、次のように非難する。「国連
憲章４２条(注１)は、安全保障理事会は、非
軍事的措置では不十分であると認め、も
しくは不十分であることが判明したと判
断した時にはじめて軍事力が行使でき
るとしている。安全保障理事会による米
英の決議案の拒否（注２）は、査察プロセス
を継続するべきであるという確信にもと
づくものだ。言い換えれば、安全保障理
事会は平和的手段が尽くされていない
と信じているのだ。さらに、既存の決議に
よって戦争が可能であるというブッシュ
政権の主張には根拠がない。イラクによ
る安保理決議６８７（注３）の停戦条項違反が
直ちに戦争を支持するという議論は、違
反が武力行使を必要とするものである
か否かの決定は安全保障理事会の権
限であるという事実（注４）を無視するもの
だ」。

●
　さらにワイス氏は「今日のニューヨーク
タイムズ紙上でのアン・マリー・スロー
ター氏の、『戦争は＜違法だが正当＞と
みなしうる。形式的合法性に固執するこ
とは非生産的ではないか』という提言
は、米国国際法協会の現会長の言葉と
しては、信じられないほどに衝撃的であ
る」と付け加えた。
　ＷＳＬＦのプログラム･ディレクターであ
るアンドリュー・リッターマン氏によれば、
国連憲章第５１条（注５）は、「武力攻撃が発
生した場合の」自衛のための固有の権
利を認めている。しかし、実際に攻撃さ

による威嚇または武力の行使も禁止して
いる。大規模な国内的圧制や人道的カ
タストロフが発生した場合には、人権は
国家主権に勝るのだから武力介入が正
当化されるという議論もありうる。しかしこ
れはブッシュ政権の主要な行動原理で
はない。さらに、確かにイラクの体制は過
去に、ぞっとするような所業を行っている
が、例えば、ルワンダや旧ユーゴスラビア
で行われたような大規模な圧政は、現在
発生していない」。

●
　ＬＣＮＰの法律顧問で、「Jus ad Bellum
: 武力行使を規制する法」（米国弁護士協
会刊「人権」２００３年冬号）の共著者である
ニコール・デラー氏は、イラクの武装解除
を求めた１９９１年の停戦条件を執行する
手段として、米国の武力行使は承認され
るというブッシュ政権の主張を次のように
批判する。「この主張は無効だ。決議６８７
はイラクのクウェートからの撤退を求めて
安全保障理事会が承認した湾岸戦争
の停戦条件を定めている。同決議３４項
(注４）によれば、停戦の履行と「地域の平和
と安全を確保するため」にいかなる措置
をとるかの決定権は安全保障理事会に
のみ与えられている。現在、安全保障理
事会の多数は、少なくとも一カ国が拒否
権発動を用意していることも含めて、イラ
ク侵攻に反対している。米国が、安全保
障理事会の同意なしに、安全保障理事
会に代わる執行者になることができると
いう主張には理がない。

対イラク戦争は国連憲章と
国際法に違反

　３月２０日、イラク攻撃が始まった。緊迫する情勢下で、国際法を論じるＮＧＯが、厳しく戦争を批判した。
核政策に関する法律家委員会（Lawyer’s Committee for Nuclear Policy : LCNP）と西部諸州法律財
団（Western States Legal Foundation : WSLF）は、ブッシュ政権のイラク侵攻計画は、国際的安全を
確保するための平和的手段と実際の攻撃もしくは攻撃が差し迫った事態以外には武力の行使を禁じた
国連憲章違反であると言う。（解説と注・資料：田巻一彦）

れない限り、あるいは一部の専門家の主
張するように、攻撃が差し迫っており不
可避で、かつ武力行使以外の選択肢が
ない場合を除いて、脅威の存在が戦争
を合理化すると、一国の独断で決定する
ことはできない。イラクはいかなる国も攻
撃していないし、イラクよる攻撃が差し
迫っているという状況ではない。した
がって、米国の対イラク戦争を自衛の名
において正当化することはできない。リッ
ターマン氏は加えて次のように指摘し
た。「２００２年の＜国家安全保障戦略＞に
よって、ブッシュ政権は＜自衛＞の概念
を劇的に拡大した(注６)。すなわち、化学・
生物・核兵器の保有もしくは開発及びテ
ロリズムとの繋がりという＜潜在的な脅
威＞を理由として、ある国を＜先制的
(Pre-emptive)に＞－その実は予防的
(preventive)に、攻撃することを承認する、
というものだ。このような概念の拡大は、
現存する国連憲章による武力行使の規
制を不安定化するものだ。さらに、イラク
がテロリストに大量破壊兵器を提供して
いるという証拠は開示されていない。仮
にブッシュ政権のドクトリンが正当化さ
れるならば、次にはイランや北朝鮮が対
象とされるかもしれない」。

●
　一方、ＬＣＮＰ専務理事でラトガース法
科大学院教授を兼務するジョン･バロー
ズ氏はブッシュ政権が武力行使の根拠
として主張する「イラクの体制変更」は、
国連憲章第２条（４）(注７)に違反すると指
摘する。「第２条（４）は、いかなる国の領
土保全または政治的独立に対する武力

米国際法律家団体の非難声明の解説

２００３年３月１８日

(１)国連憲章４２条
　第７章「平和に対する脅威、平和の破

壊及び侵略行為に関する行動」。第４２条
の規定は以下のとおり：安全保障理事会
は、第４１条に定める措置（経済制裁、断交
等の非軍事的措置）では不充分であろう

と認め、不充分なことが判明したと認め
るときは、国際の平和及び安全の維持又
は回復に必要な空軍、海軍または陸軍
の行動をとることができる。この行動は、

【注と資料】
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国際連合加盟国の空軍、海軍又は陸軍
による示威、封鎖その他の行動を含むこ
とができる。

（２）米英の決議案
　米英及びスペインが２月２４日に提案、
３月７日に修正提案した決議案の骨子は
次のとおり。表決に必要な９票（全常任理
事国を含む）獲得が不可能と判断した米
英は、後日これを取り下げ、単独武力行
使に突入した：
１．決議１４４１の完全履行の必要性
を再確認する。

２．イラクに対して自国民と地域の
利益にとって必要な決定を直ち
に行うよう要求する。

３．イラクが決議１４４１及びこれまで
の関連決議が定める武装解除
義務に基づき完全な、無条件
の、即時のそして能動的な協力
を事実を持って示し、決議６８７及
びそれに続くすべての関連決議
によって禁止された兵器、兵器
の運搬・補助システム及び構造
物のすべて並びにこれら兵器等
の過去の破壊に関する情報の
すべてを、国連監視検証査察委
員会（ＵＮＭＯＶＩＣ）及び国際原子
力機関（ＩＡＥＡ）に譲渡している
と、２００３年３月１７日までに安保理
が結論づけない場合には、イラ
クは決議１４４１によって与えられ
た最後の機会を失うことになると
決定する。

４．この問題に引き続き関与すること
を決定する。

　

（３）安保理決議６８７
　９１年４月３日に承認された湾岸戦争の
停戦条件を定めた決議。主たる内容は
次のとおり：

①クウェート国境の画定と尊重。
②停戦監視ユニット。
③イラクの大量破壊兵器の無条
件の破壊・撤去・無害化｡現地
査察のための特別委員会（Ｕ
ＮＳＣＯＭ）の設置。

④クウェートの財産の返還。
⑤外国政府等に対する損害賠
償。
⑥経済制裁措置（大量破壊兵器
に関するイラクの義務履行が確

認されない限り継続）
⑦クウェート人等の帰還。
⑧イラクのテロリズム支援の禁
止。

　同決議の前文が大量破壊兵器につ
いて次の様に言及していることを特に強
調しておきたい：「中東地域に非核兵器
地帯を設立するとの目的を想起し、すべ
ての大量破壊兵器がもたらす同地域の
平和及び安全に対する脅威並びに中東
地域にこのような地帯を設立することに
向けて作業を行うとの必要性を認識し、
また、同地域において均衡のとれたかつ
包括的な軍備管理を達成するとの目的
を認識し、更に同地域の諸国間の対話
を含むすべての利用可能な手段を用い
て前記の諸目的を達成することの重要
性を認識し、」。１２年間、このような努力は
なされたのだろうか。イスラエルに対す
る核査察は行われていない。

(４)安全保障理事会の権限
（決議６８７第３４項）
　安保理決議６８７の第３４項：（安保理は）
本問題を引き続き検討し、本決議の履行
並びに当該地域の平和及び安全の確
保のために必要とされる場合には他の
措置をとることを決定する。

（５）国連憲章第５１条
　第７章「平和に対する脅威、平和の破
壊及び侵略行為に関する行動」。第５１条
の規定は以下のとおり：この憲章のいか
なる規定も、国際連合加盟国に対して武
力攻撃が発生した場合には、安全保障
理事会が国際の平和及び安全の維持
に必要な措置をとるまでの間、個別又は
集団的自衛の固有の権利を害するもの
ではない。この自衛権の行使に当たって
加盟国がとった措置は、直ちに安全保
障理事会に報告しなければならない。ま
た、この措置は、安全保障理事会が国際

の平和及び安全の維持または回復のた
めに必要と認める行動をいつでもとる、
この憲章に基く機能及び責任に対して
は、いかなる影響を及ぼすものではな
い。

(６)先制攻撃と予防攻撃
　２００２年９月の「国家安全保障戦略」に
おいて、繰り返し述べられるのは、「米国
はならずもの国家やテロリストによる米国
民並びに同盟国に対する重大な挑戦に
対しては米国は先制攻撃(pre-emptive
action)の権利を行使する」ということであ
る。
　先制攻撃とは、「米国防総省軍事用語
辞典」によれば「敵による攻撃が、差し
迫っていることを示す議論の余地のな
い証拠に基き開始される攻撃」である。
しかし、今回のイラク攻撃を支持する「議
論の余地のない証拠」はない。したがっ
て「先制攻撃」ではなく、「予防攻撃
（preventive action）と呼ぶのが正確であ
る。国防総省の定義に従えば、「予防攻
撃」は「軍事的攻撃が差し迫っていない
としても、不可避であり、かつ（対応の）遅
滞がより大きな危機を生起せしむるとの
確信に基いて開始される攻撃」である。
実際、「国家安全保障戦略」で「先制攻
撃」が用いられる文脈は「予防攻撃」に
むしろ近い。ここには、自らの恣意的裁
量を無制限に拡大するための「意図的
な混同」があるというべきだろう。

（７）国連憲章第２条（４）
　第１章「目的及び原則」。第２条の規定
は次のとおり：この機構及びその加盟国
は、第１条に掲げる目的を達成するに
当っては、次の原則に従って行動しなけ
ればならない。
　４)すべての加盟国は、その国際関係
において、武力による威嚇又は武力の行
使を、いかなる国の領土保全又は政治
的独立に対するものも、また、国際連合
の目的と両立しない他のいかなる方法
によるものも慎まなければならない。

ヘリＳＨ６０Ｆシーホーク２機、嘉手納基地に飛来。
●３月１２日　ロシア輸送機アントノフ１２４、在韓米
軍基地所属のＡ１０サンダーボルトⅡ攻撃機３機が
嘉手納基地に飛来。
●３月１３日　１５年使用期限問題で、ＤＯＤ当局者
が「日本政府は、米国政府に解決を求める問題と

しないことを伝え、すでに合意している」と発言。
沖縄タイムズの報道。
●３月１３日　那覇地裁で、女性暴行未遂で起訴
の米海軍少佐の初公判。少佐側は公訴棄却を主
張、実質審理に入れず。
●３月１８日　嘉手納基地報道部、同基地の第１８
航空団からＦ１５戦闘部隊とともに最大８００人規模
の兵員が中東地域に派遣と明らかに。

●３月２０日　海老原外務省北米局長、参院外交
防衛委で、嘉手納基地から中東地域への約８００
人の兵員派遣が日米間の事前協議対象にはなら
ないと発言。大田昌秀氏への答弁。
●３月２０日　嘉手納基地で、同基地所属のＫＣ１３
５空中給油機が緊急着陸。

６ページからつづく

◇◇◆◇◇
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日  誌
２００３.３.６～３.２０

ＣＩＡ＝米中央情報局／ＤＯＤ＝米国防総省／ＥＵ
＝ヨーロッパ連合／ＩＡＥＡ＝国際原子力機関／Ｕ
ＮＭＯＶＩＣ＝国連監視検証査察委員会／ＷＭＤ
＝大量破壊兵器

(作成:中原聖乃、中村桂子）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、大澤一枝、大滝正明、田巻一彦、津留佐和子、中原聖乃、山口響、梅林宏道

ＡＲＦ＝アセアン地域フォーラム
ＥＵ＝ヨーロッパ連合
ＨＤＢＴ＝強化され地中に埋設された標的
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＮＰＲ＝核態勢見直し
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＩＰＰ＝国家公共政策研究所
ＮＮＳＡ＝（エネルギー省）国家核安全保障

管理局
ＵＮＭＯＶＩＣ＝国連監視検証査察委員会
ＵＮＳＣＯＭ＝国連大量破壊兵器廃棄特

別委員会

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

●３月６日　ＣＩＡ、弾道ミサイルなどＷＭＤに転用
可能な物資を北朝鮮に輸出している疑いがある
日本国内の企業数十社をリストアップし、日本政
府に渡していたと明らかに。
●３月７日　国連安保理外相会議で、査察団によ
る追加報告。ブリクスＵＮＭＯＶＩＣ委員長、「兵器廃
棄の義務を検証するには数ヶ月かかる。」
●３月７日　米・英・スペイン、「３月１７日」を期限に
イラクにすべてのＷＭＤ放棄を求め、従わない場
合の軍事力行使を容認する新決議修正案を国連
安保理に提出。（本号参照）
●３月７日　米政府筋、北朝鮮が８－１１日にかけて
会場で武器の実験を行うとの事前通告をおこなっ
ていたことを明らかに。米ＣＮＮの報道。
●３月１０日　アナン国連事務総長、イラク情勢に
ついて「安保理の支持がない軍事行動は国連憲
章に違反。」
●３月１１日　放射性物質を使ったテロ対策に関
するＩＡＥＡの会議、ウィーンで開催（～１３日）。
●３月１０日　防衛庁、北朝鮮が日本海沖合の航
行制限海域に地対艦ミサイルを発射したことを明
らかに。首相、「注意深く監視」と答弁。
●３月１２日　国連安保理の非公式協議は１２日、
英政府が提出したイラク攻撃回避のための６項目
文書への対応で合意できず。
●３月１２日　原口幸市国連大使、安保理公開討
論演説で、イラクの完全なＷＭＤ廃棄には「国際
社会が断固たる姿勢を明確に示すべき」と、新決
議への支持を表明。
●３月１３日　北朝鮮、寧辺の再処理施設で使用
済核燃料の再処理に化学物質を購入していたと
米国務省高官が明らかに。共同通信の報道。
●３月１５日　仏、独、ロ３カ国外相、国連査察継続
でイラク危機の平和解決を促す共同声明発表。
●３月１６日　米、英、スペインの３カ国首脳、アゾレ
ス諸島で緊急首脳会談。新決議修正案の採否に
関係なく、外交的解決の最終期限を１７日とするこ
とで合意。共同声明発表。
●３月１６日　チェイニー米副大統領、北朝鮮の核
開発に関連して「日本が核（武装）問題を再検討
するかどうかの考慮を迫られるかも。」米ＮＢＣとの
会見で発言。
●３月１７日　米、英、スペインの各国連大使、安保
理非公開協議に先立って記者会見し、採択のめ
どが立たないため同決議案を取り下げると発表。
●３月１７日　米大統領、フセイン大統領とその一
族に対し、４８時間以内の出国もとめる最後通告。
小泉首相、英米が武力行使に踏み切った場合に
も支持、と明言。
●３月１８日　イラク政府、戦争回避の条件とされ
た「フセイン大統領と一族の亡命」を拒否。
●３月１８日　国連査察団、バグダッドの空港から
空路で退避。

●３月１９日　パウエル米国務長官、イラク攻撃へ
の支持国が４５カ国に達したと発表。
●３月１９日　ブッシュ米大統領、ホワイトハウスか
らの緊急演説で米英軍によるイラク空爆の開始を
発表。現地時間３月２０日午前５時過ぎに第一撃。
●３月２０日　米軍、主力部隊の第３歩兵師団など
地上部隊をイラク南部へ進撃させ、イラク軍との
交戦を開始。
●３月２０日　ＥＵ、ブリュッセルでの特別首脳会議
でイラク問題を協議。戦後復興に関して国連が中
心的役割を果たすべきだとする声明発表。。
●３月２０日　米空母キティホークの海軍当局者、
ミサイル巡洋艦カウペンズが巡航ミサイル・トマ
ホークを１０発以上発射したと明らかに。
●３月２０日　政府、イラク攻撃受け、首相を本部
長とする「イラク問題対策本部」を設置し、５項目の
緊急対処方針を決定。
●３月２０日　トルコ国会、米軍機のトルコ領空通
過および国軍の外国派遣を承認。

沖縄
●３月６日　県議会本会議、政府などに対し、イラ
ク問題の平和的解決を求める意見書案を全会一
致で可決。
●３月６日　名護市議会、那覇防衛施設庁と県に、
キャンプ・シュワブ「レンジ１０」での実弾射撃訓練
の即時中止と県外移転を求める意見書提出。
●３月７日　昨年１１月の女性暴行未遂事件で起
訴の海兵隊少佐、身柄保護求めワシントン連邦地
裁に仮処分申請。同地裁、１３日までに棄却。　
●３月７日　米軍、昨年１０月の物資落下事故以来
中止されていた伊江島補助飛行場での物資投
下訓練を再開。
●３月７日　ＲＣ１３５電子偵察機３機、在スペイン米
軍基地所属ＥＰ３Ｅ電子偵察機、アラスカ州空軍基
地所属Ｅ３早期警戒機（ＡＷＡＣＳ）、在韓米軍基地
所属Ｆ１６戦闘機２機が嘉手納基地に飛来。
●３月８日　米海軍ブレマートン基地（ワシントン
州）所属の原子力空母カールビンソン艦載の対潜

「第２回核兵器廃絶・地球市民集会ナガサキ」

１１月２２日（土） （午前）分科会：１．非核宣言自治体／２．ジャーナリスト
（午後）開会集会

歓迎集会

１１月２３日（日） （午前）分科会：３．北東アジア非核兵器地帯と核の傘／
４．米国「核態勢見直し」と核戦略／５．平和教育・
平和文化

（午後）６．核軍縮議員フォーラム／７．２００５年ＮＰＴ再検討
会議に向けて／８．ヒバクシャフォーラム
１０フィート運動映画の上映（日・英）

１１月２４日（月・祝）（午前）地元作成の反核テレビ番組の上映／被爆地建
造物等巡り

（午後）閉会集会（各分科会報告、長崎アピール採択）
ポートレートウォーク

　全世界の市民・ＮＧＯが連帯し、長崎が核戦争被爆地最後の地となることを
願い、核兵器のない２１世紀を実現するための歴史的転機となるよう国際集会
を長崎市、地元市民団体で構成する実行委員会の主催で今年も開催します。

会場：長崎ブリックホール、長崎原爆資料館、長崎平和会館ほか

（細部の変更がありえます。）

５ページ下へつづく


